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平成２７年度 税制改正解説
社会保障・税番号制度に伴う添付書類の簡素化

・ 社会保障・税番号制度（「マイナンバー制度」）の施行により、以下の特例を適用する際に、申告書に住民票の写しの添付が不要
となります。

１．改正の概要
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２．今後の注目点

・ マイナンバーは、平成27年10月以降に通知が行われ、平成28年1月以降に利用が開始される予定。

・ 実施時期については、最終的に政令を確認する必要がある。

〇所得税 政令で定める日（平成28年1月を予定）の属する年分以後の所得税について適用される。
○相続税･贈与税 政令で定める日（平成28年1月を予定）以後の相続・遺贈・贈与について適用される。
〇固定資産税 政令で定める日（平成28年1月を予定）以後に提出される申告書について適用される。

所得税 相続税・贈与税

① 居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例 ① 贈与税の配偶者控除

② 居住用財産の譲渡所得の特別控除 ② 相続時精算課税制度の選択

③ 特定の居住用財産の買換え及び交換の場合の長期譲渡所得の課税の特例 ③ 小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例

④ 住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除 ④ 直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税措置

⑤ 特定の増改築等に係る住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除の控除額に係る特例 ⑤ 特定の贈与者から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税制度の特例

⑥ 居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除等 ⑥ 東日本大震災の被災者が直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税措置

⑦ 特定居住用財産の譲渡損失の繰越控除等 固定資産税

⑧ 既存住宅の耐震改修した場合の所得税額の特別控除 ① バリアフリー改修を行った住宅に係る固定資産税の減額措置

⑨ 既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除 ② 省エネ改修を行った住宅に係る固定資産税の減額措置

⑩ 認定住宅の新築等をした場合の所得税額の特別控除

住民票の写しの添付が不要となる特例


